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 ※厚生労働省、山梨県からの通知、変更届等の様式などは、次のホームページに掲載 

  されていますので、確認をお願いいたします。 

 

① 山梨県庁ホームページ https://www.pref.yamanashi.jp/index.html 

  ・トップページ → 組織から探す → 福祉保健部 → 健康長寿推進課 →  

   介護サービス振興担当 →  介護保険施設等の指定等に関する様式 

                                 介護給付費算定に係る体制等に関する届出様式 

                                 介護サービス事業者の指定の更新に関する様式 

 

② ＷＡＭ－ＮＥＴ（独立行政法人 福祉医療機構） https://www.wam.go.jp/ 

  ・トップページ → 地方センター情報 → 山梨 → 県からのお知らせ 

                     （トップページ左下）  
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◆ 基本方針 ◆ 

・短期入所生活介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限り 

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、 

排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心 

身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければな 

らない。 

 

（ユニット型） 

 ・ユニット型短期入所生活介護事業は、利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の居 

宅における生活と利用中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて 

利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することにより、利用 

者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなけ

ればならない 

 

◆ 人員に関する基準 ◆ 

（１）医 師： 

・１人以上 

（２）生活相談員： 

① 常勤換算方法で、利用者の数（前年度の平均値・以下この項において同じ）が１００ 

又はその端数を増すごとに１人以上 

   ② 一人は常勤（利用者定員が２０人未満である併設事業所は除く） 

    ※ 社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当するもの又はこれと同等以上の 

     能力を有すると認められるもの。（社会福祉主事、社会福祉士、精神保健福祉士） 

（３）介護職員又は看護職員： 

① 常勤換算方法で利用者の数が３又はその端数を増すごとに１人以上 

（４）栄養士： 

・ １人以上（利用定員が４０人を超えない事業所は、他の社会福祉施設等の栄養士との 

 連携を図ることで当該事業所の効果的な運営が維持でき、利用者の処遇に支障がないと 

 きは置かないことができる） 

（５）機能訓練指導員： 

・１人以上 

※ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサー 

ジ指圧師又は一定の実務経験を有するはり師及びきゅう師の資格を有する者とする。 

（一定の実務経験を有するはり師及びきゅう師とは、理学療法士、作業療法士、言 

語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能 

訓練指導員を配置した事業所で６ヶ月以上勤務し機能訓練指導に従事した経験を有 

するものとする。）ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事等を通じ 

て行う機能訓練については、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っ 

ても差し支えない。 

（６）調理員その他の従業者： 

   ・当該事業所の実情に応じた適当数 
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（７）管理者： 

   ・常勤及び専従で１人 

    ※ 事業所の管理上支障が無い場合は、当該事業所の他の職務、同一敷地内にある他の 

     事業所、施設等の職務に従事可能。 

 

● 併設事業所の場合 

（１）本体とは？ 

   ・特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、特定施設入 

居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介 

護の指定を受けている施設のこと。 

（２） 本体で必要とされる数の従業者に加えて、上記の従業者の員数に掲げる短期入所生活介

護従業者を確保しなければならない。 

（３） 医師、栄養士及び機能訓練指導員については、併設本体施設に配置されている場合であ

って当該施設の事業に支障が無い場合は、兼務させて差し支えない。 

（４） 生活相談員、介護職員及び看護職員の総数については、本体施設の入所者と併設事業所

の利用者の合計数に対して、常勤換算方法で必要数を確保すればよい。 

 

● ユニット型の勤務体制確保 

（１） 入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービス提供に 

   配慮する観点から職員配置を行う。 

（２） 従業者が一人一人の入居者について、個性・心身の状況・生活歴などを具体的に把握し 

   た上で、「馴染みの関係」を構築する。 

※ 昼 間  ：ユニットごとに常時一人以上の介護職員又は看護職員を配置 

※ 夜間・深夜：２ユニットごとに一人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤

務に従事する職員として配置 

   ※ ユニット毎：常勤のユニットリーダーを配置 

    ① ユニットケアリーダー研修を受講した従業者を各施設に２名以上配置する。（２ユ

ニット以下の場合は、１名でよい） 

    ② また、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおけ

るケアに責任を持つ従業者を決めることで可。この場合、研修受講者は、研修で得た

知識などをリーダー研修を受講していないユニットの責任者に伝達するなど当該施

設におけるユニットケアの質の向上の中核になることが求められる。 

 

● 生活相談員の資格要件 

（１） 「社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者」の資格要件 

    ①社会福祉主事任用資格 

    ②社会福祉士 

    ③精神保健福祉士 

（２） 「同等以上の能力を有すると認められる者」の資格要件 

    ① 介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）において、計画の作成 

   業務、又は相談援助業務の実務経験が通算１年以上 

 ② ①に該当しないが、介護福祉士資格又は介護支援専門員資格を有する者、若しくは 

実務者研修修了者のうち、介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く） 
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において、入所者・利用者の直接処遇に係る業務の実務経験が通算３年以上 

 

【実地指導における指摘事項】 
・医師や管理者の出勤が確認できる書類を整備しておくこと。 
・同法人内の他事業所と兼務している場合、それぞれの勤務について明確に区分すること。 
 

◆ 設備に関する基準 ◆ 

 

  省略 

 

◆ 運営に関する基準 ◆ 

（１）内容及び手続きの説明及び同意 

        指定短期入所生活介護の提供開始に際しては、利用申込者又はその家族に対し、運営規程

の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三

者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結

果の開示状況）等の入所申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文

書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得ること。 

 

（２）運営規程について 

   指定短期入所生活介護事業者・ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、次に掲げる事 

業の運営についての規定を定めなければならない。 

 

（運営規定） 

１ 事業の目的及び運営の方針 

２ 従業者の職種・員数及び職務の内容 

３ 利用定員（空床利用型の場合を除く） 

【ユニット型は加えて】 

   ・ユニットの数及びユニット毎の利用定員（空床利用型の場合を除く） 

  ４ 内容及び利用料その他の費用の額 

５ 通常の送迎の実施地域 

６ サービス利用に当たっての留意事項 

７ 緊急時等における対応方法 

８ 非常災害対策 

９ 虐待の防止のための措置に関する事項 

１０ その他運営に関する重要事項 

 

（３）短期入所サービスの連続利用 

   利用者が連続して３０日を超えて、指定短期入所生活介護を受けている場合は、３０日を

超える日以降に受けた指定短期入所生活介護について、短期入所生活介護費は、介護職員処

遇改善加算を含めて算定しない。 

   短期入所サービスは、あらかじめ期間を定めて利用するものであり、介護報酬では３0日

を連続算定日数の上限としている。（連続３０日を超えた利用は、全額利用者負担となる。）

 また、在宅生活を継続していく上で利用するものであり、居宅サービス計画では、特に必
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要な場合を除き、保険対象の利用日数が認定有効期間のおおむね半数を超えないことを目安

とする。 

 

（４）入所日及び退所日における居宅サービスの算定について 

   短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えるので、入所日や退所日に

通所介護や通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正

でない。 

   利用者の居宅と当該事業所との間の送迎を行う場合、当該利用者の心身の状況により、事

業所の送迎車を利用することが出来ないなど、特別な事情のない限り、短期入所サービスの

送迎加算を算定することとし、「通院等のための乗車又は降車の介助」は算定できない。 

 

（５）短期入所生活介護計画の作成について 

   相当期間（おおむね4日）以上にわたり継続して入所する利用者については、短期入所生

活介護計画を作成すること。 

 

（６）緊急時における受け入れについて 

   以下のいずれの条件も満たす場合、利用定員を超えて静養室において短期入所生活介護を

行うことができる。 

   ・利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

員が、緊急に指定短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、居宅サービ

ス計画において位置づけられていない指定短期入所生活介護を提供する場合。 

   ・当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合。 

 

※ 緊急時の特例的な取扱いのため、７日（家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は１

４日）を限度とする。また、利用定員が４０人未満までは利用定員に加えて１人、４０人

以上は利用定員に加えて２人までの受け入れを認め、定員超過利用による減算の対象とは

ならない。 

  

【実地指導における指摘事項】 
・事故により医療機関を受診した場合、全ての事故報告の対象とすること。 
・ヒヤリハット記録において、今後の対策が未記⼊だった記録が⾒受けられた。事故の発⽣防⽌や再発防⽌の

ためにも、具体的な対策の記⼊を徹底すること。 
・事業所の⾒やすい場所に「運営規程の概要」「勤務の体制」「その他の利⽤申込者のサービ 

スの選択に資すると認められる重要事項」の掲示をすること。 
・各施設所在地において発⽣が予測される災害の種類に応じたものとするため、その状況を確認した上で、火

災・地震以外の災害についてもその種類に応じた具体的な計画を作成すること。 
・非常災害の際に、利⽤者及び従業者が必要とする飲料⽔、⾷糧、⽇⽤品その他の物資及び防災に関する

資機材の備蓄、整備及び点検を⾏うよう努めること。 
・相当期間（概ね4⽇）以上にわたり継続して⼊所する利⽤者については、短期⼊所⽣活介護計画を作成

すること。作成した短期⼊所⽣活介護計画を利⽤者に交付すること。 
・内服薬等の薬品については、鍵付きのロッカーに保管するなど利⽤者の⼿の届かない範囲に適切に保管する

こと。 
・提供した具体的なサービスの内容、利⽤者の⼼⾝の状況等記録すること。 
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◆ 共生型短期入所生活介護の基準 ◆ 

  共生型短期入所生活介護は、指定短期入所事業者（指定障害福祉サービス等基準第１１８

条第１項に規定する指定短期入所事業者をいい、障害者支援施設（障害者総合支援法第２９

条第１項に規定する指定障害者支援施設をいう。）の併設事業所及び空床利用型事業所にお

いて事業を行う者に限る。）が、要介護者に対して提供する指定短期入所生活介護をいう。 

 

（１）従業者の員数及び管理者 

  ・従業者：指定短期入所事業所の従業員の員数が、共生型短期入所生活介護を受ける利用

者（要介護者）の数を含めて当該指定短期入所事業所の利用者の数とした場合に、当該

指定短期入所事業所として必要とされる数以上であること。この場合において、昼間に

生活介護を実施している障害者支援施設の空床利用型又は併設型の指定短期入所事業

所の従業者については、前年度の利用者の平均障害支援区分に基づき、必要数を配置す

ることになっているが、その算出に当たっては、共生型短期入所生活介護を受ける利用

者（要介護者）は障害支援区分５とみなして計算すること。 

  ・管理者：常勤及び専従で１人（指定短期入所生活介護と同趣旨である。なお。共生型短

期入所生活介護事業所の管理者と指定短期入所事業所の管理者を兼務することは差し

支えない。） 

 

（２）設備に関する基準 

  ・指定短期入所事業所の居室の面積が、当該指定短期入所事業所の利用者（障害者及び障

害児）の数と共生型短期入所生活介護の利用者（要介護者）の数の合計数で除して得た

面積が９．９平方メートル以上であること。その他の設備については、指定短期入所事

業所として満たすべき設備基準を満たしていること。 

  ・共生型サービスは要介護者、障害者及び障害児に同じ場所で同時に提供することを想定

していることから、要介護者、障害者又は障害児がそれぞれ利用する設備を区切る壁、

家具、カーテンやパーティション等の仕切りは、不要である。 

 

（３）運営等に関する基準 

  ・指定短期入所生活介護の運営基準の規定は、共生型短期入所生活介護の事業について準

用される。 

  ・共生型短期入所生活介護の利用定員は、指定短期入所の事業の専用の居室のベッド数と

同数とすること。 

 

（４）共生型短期入所生活介護の介護報酬 

   ・基本報酬：所定単位数に９２／１００を乗じた単位数 

   ・生活相談員配置加算：１３単位／日（生活相談員（社会福祉士等）を配置し、かつ、 

地域に貢献する活動（地域交流の場の提供、認知症カフェ等）を実施していること。 

 

◆ 定員超過・人員基準欠如について（介護老人福祉施設も共通） ◆ 

（１）短期入所生活介護費減算 

 ● 夜勤について 

   当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分
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の９７に相当する単位数を算定する。 

  

  ※厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

  （ユニット型以外） 

  ① 指定短期入所生活介護の利用者の数及び特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

２５以下の特別養護老人ホームにあっては、１以上 

  ② 指定短期入所生活介護の利用者の数及び特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

２６以上６０以下の特別養護老人ホームにあっては、２以上 

  ③ 指定短期入所生活介護の利用者の数及び特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

６１以上８０以下の特別養護老人ホームにあっては、３以上 

  ④ 指定短期入所生活介護の利用者の数及び特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

８１以上１００以下の特別養護老人ホームにあっては、４以上 

  ⑤ 指定短期入所生活介護の利用者の数及び特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

１０１以上の特別養護老人ホームにあっては、４に、指定短期入所生活介護の利用者の数

及び特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が１００を超えて２５又はその端数を増

すごとに１を加えて得た数以上 

  （ユニット型） 

   人員に関する基準の、ユニット型の勤務体制確保の項目を参照。 

   

※介護老人福祉施設の併設事業所における夜勤職員配置基準の緩和 

 ユニット型とユニット型以外が併設されている場合は、利用者の処遇に支障がなく、夜勤

職員１人あたりの介護老人福祉施設の入所者数と短期入所生活介護事業所の利用者数の合

計が２０人以下である場合には、指定介護老人福祉施設と短期入所生活介護事業所の夜勤職

員の兼務が認められる。 

  

  ※減算となる場合 

   ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全 

員について、所定単位数が減算される。 

イ 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの時間を含めた連続する16時間をいい、

原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする。）において夜勤を行う職員数が夜

勤職員基準に定める員数に満たない事態が2日以上連続して発生した場合。 

  ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が4

日以上発生した場合。 

 

● 定員超過について 

   利用者等の数が定員を超えている場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数

を算定する。この場合の利用者の数は、一月間（暦月）の利用者等の数の平均を用いる。 

 

     ※老人福祉法第１０条の４第１項第３号の規定による市町村が行った措置により、やむを得

ず利用定員を超える場合は、利用定員に１００分の１０５を乗じて得た数（利用定員が４０

人を超える場合は、利用定員に２を加えて得た数）までは減算が行われない。 

     しかし、この扱いは、あくまで一時的かつ特例的なものであるから、速やかに定員超過利

用を解消する必要がある。 
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  ※減算となる場合 

   定員超過となった月の翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者等の全

員について、所定単位数が減算される。 

 

  ● 人員基準欠如について 

   介護職員もしくは、看護職員の員数が、基準を満たしていない場合は、所定単位数の 

１００分の７０に相当する単位数を算定する。 

 

  ※減算となる場合 

   人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基準

欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が減算され、１割の

範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利

用者等の全員について所定単位数が減算される。（ただし、翌月の末日において人員基準を

満たすに至っている場合を除く。） 

 

◆ その他主な改定事項 ◆ 

（１） 看取り対応体制の強化 

    短期入所生活介護について、看取り期の利用者に対するサービス提供体制の強化を図る

観点から、レスパイト機能を果たしつつ、看護職員の体制確保や対応方針を定め、看取り

期の利用者に対してサービス提供を行った場合に評価する新たな加算を設ける。 

 

（２） 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 

    感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体

制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しく

は災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算する。 

    ※令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及

び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。 

 

（３） 高齢者虐待防止の推進 

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護サービス事業

者（居宅療養管理指導及び特定福祉用具販売を除く。）について、虐待の発生又はその再

発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針

の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合に、基本報酬を減算

する。 

 

（４）身体的拘束等の適正化の推進 

身体的拘束等の適正化を図るため、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録することなどが行われ

ていない場合、所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算する。 

 

（５）口腔管理に係る連携の強化 

    型訪問介護看護において、職員による利用者の口腔の状態の確認によって、歯科専門職
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による適切な口腔管理の実 施につなげる観点から、事業所と歯科専門職の連携の下、介護

職員等による口腔衛生状態及び口腔機能の評価の実施並びに利用者の同意の下の歯科医療

機関及び介護支援専門員への情報提供を評価する新たな加算を設ける。 

 

（６）ユニットケア施設管理者研修の努力義務化 

ユニットケアの質の向上の観点から、個室ユニット型施設の管理者は、ユニットケア施設

管理者研修を受講するよう努めなければならないこととする。 

   

 

（７）介護職員の処遇改善 

   介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップ

へと確実につながるよう加算率の引上げを行う。 

介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所

に活用されるよう推進する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、

介護職員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組

み合わせた４段階の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。 

※一本化後の加算については、事業所内での柔軟な職種間配分を認める。また、人材確保

に向けてより効果的な要件とする等の観点から、月額賃金の改善に関する要件及び職

場環境等要件を見直す。 

 

（８）テレワークの取扱い 

   人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、

個人情報を適切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、取扱

いの明確化を行い、職種や業務ごとに具体的な考え方を示す。 

    

 

（９）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する 

ための委員会の設置の義務付け 

   介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題を

抽出及び分析した上で、事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確

保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置を義務付ける。その際、

３年間の経過措置期間を設けることとする。 

 

（１０）介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進（生産性向上推進体制加算） 

   介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、介護ロボットやICT

等のテクノロジーの導入後の継続的なテクノロジーの活用を支援するため、利用者の安全並

びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の

開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、生産

性向上ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、一定期間ごとに、

業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うことを評価する新たな加算を設ける。 
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（１１）外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し 

就労開始から６月未満のEPA介護福祉士候補者及び技能実習生（以下「外国人介護職員」

という。）については、日本語能力試験N1又はN2に合格した者を除き、両制度の目的を考

慮し、人員配置基準への算入が認められていないが、就労開始から６月未満であってもケア

の習熟度が一定に達している外国人介護職員がいる実態なども踏まえ、人員配置基準に係る

取扱いについて見直しを行う。 

 

（１２）ユニット間の勤務体制に係る取扱いの明確化 

ユニット型施設において、引き続き入居者等との「馴染みの関係」を維持しつつ、柔軟な

サービス提供により、より良いケアを提供する観点から、職員の主たる所属ユニットを明ら

かにした上で、必要に応じてユニット間の勤務が可能であることを明確化する。 

 

（１３）短期入所生活介護における長期利用の適正化 

短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護における長期利用について、長期利用の適

正化を図り、サービスの目的に応じた利用を促す観点から、施設入所と同等の利用形態とな

る場合、施設入所の報酬単位との均衡を図ることとする。 

 

 

◆ その他 ◆ 

● 変更届の届出について 

・介護保険法施行規則第１３１条・１４０条の２２に定める事項に変更があった時は、１０

日以内に知事に届け出ること。（届出の際には、第３号様式、施設ごとの付表に変更内容が

分かる添付書類を添えて提出すること） 

・次ページの届出事項に該当する場合は、老人福祉法に基づく届出も必要。 

 

● 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書について 

  ・算定する介護給付費を変更する場合は届出が必要。届出に係る加算等については、届出が

受理された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）から

算定を開始する。 

  ・届出の際には、届出書の「特記事項」に変更前、変更後の状況を必ず記載する。 

 

● 指定更新について 

  ・指定有効期限は６年となっていることから、有効期限満了の１４日前までに更新の申請を

行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 



届出様式 添付書類 根拠規定 提出時期

老人居宅生活支援事
業開始届（第１号様式

の２）

登記事項証明書又は条例
勤務体制一覧表　等

老人福祉法第１４
条及び山梨県老人
福祉法施行細則第

２条の２

事業開始前

事業の種類及び内容 議事録等

経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び
主たる事務所の所在地）

法人登記簿謄本等

定款、その他の基本約款 定款等

職員の定数及び職務の内容 勤務体制一覧表等

主な職員の氏名及び経歴 管理者の経歴書

事業を行おうとする区域 －

当該事業の用に供する施設、サービスの拠点又は住居の
名称、種類、所在地及び入居定員

挙証書類

事業開始の予定年月日 議事録等

老人居宅生活支援事
業廃止（休止）届（第１
号様式の４）

－

老人福祉法第１４
条の３及び山梨県
老人福祉法施行細
則第２条の４

廃止（休止）の日の
１ヶ月前

※老人短期入所事業及び認知症対応型共同生活援助事業については健康長寿推進課介護基盤整備担当へ、その他の事業は管轄の保健福祉事務所へ提出してください。

※変更届出の際には変更内容の分かる挙証書類を添付してください。

様式については、県HPのトップ＞様式ダウンロード＞福祉保健部＞健康長寿推進課様式ダウンロード一覧　からダウンロードできます。

○提出先　健康長寿推進課介護基盤整備担当　０５５－２２３－１４５１

1
0

＜対象事業＞　老人居宅介護等事業・老人デイサービス事業・老人短期入所事業・小規模多機能型居宅介護事業・認知症対応型老人共同生活援助事業・複合型サービス福祉事業

老人福祉法に基づく届出（老人居宅生活介護事業）

届出事項

変
更
届

事業開始

事業廃止（休止）

変更の日から
１ヶ月以内

老人福祉法第１４
条の２及び山梨県
老人福祉法施行細
則第２条の３

老人居宅生活支援事
業変更届（第１号様式

の３）
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